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はじめに
～消費者が安全・安心に生活できるまち～

富士宮市では、富士宮市消費生活センター条例

の制定により、消費生活相談体制を強化し、富士

宮市消費生活センターを中心に、悪質商法被害防

止のための出前講座を行い、富士宮市消費者連絡

協議会と連携しながら、消費者被害防止キャンペ

ーンの実施、市民生活展の開催など、消費生活の

安定と向上に努めてまいりました。

しかし、近年、私たち消費者を取り巻く社会の

少子高齢化・高度情報化・グローバル化の進展に伴い、消費生活と経済社会

との関わりが多様化・複雑化しています。家庭・地域のつながりが希薄にな

る中、消費者被害も多様化・深刻化し、子どもから高齢者まで、あらゆる世

代で誰もが消費者トラブルに巻き込まれる恐れがあり、市民が消費生活に関

する正しい知識と的確な判断力を身に付け、これを適切な行動に結び付ける

ことができる実践的能力の育成が強く求められるようになってきました。

そのため、「富士宮市消費者教育推進計画」を策定し、「第５次富士宮市総

合計画」において政策に掲げている、「消費者が安全・安心に生活できるま

ち」を基本目標としました。消費者が自らの権利と責任を自覚し、安全・安

心に生活できる社会を実現するためには、消費者一人一人が「自ら考え行動

する自立した消費者」となり、周りの人々や将来の状況、社会情勢や地球環

境などに配慮して生活し、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参加し

ていくことが大切です。市民の皆様にこの冊子を是非読んで欲しいと思いま

す。

本計画を推進していくためには、市民・事業者・市がそれぞれの立場で取

組を進めるとともに、相互に協力することが重要となるため、皆様の一層の

御理解と御協力をお願いいたします。

また、本計画策定に当たり、アンケート調査等を通じて貴重な御意見、御

提案をくださいました市民の皆様、計画策定に当たり御尽力いただきました

富士宮市消費者教育推進計画策定会議委員の皆様に、厚くお礼申し上げます。

平成３０年３月

富士宮市長
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  任期　平成２９年７月１日～平成３０年３月３１日
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ヤマ

内
ウチ

　有
ユウ

二
ジ
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樹
キ

副会長

〃 民生委員 富士宮市民生委員児童委員協議会 佐野
サ　 ノ

　晋
ススム

〃 人権擁護委員 富士宮地区人権擁護委員会 西嶋
ニシジマ

　マサコ

〃 富士宮市校長会に所属する者 富士宮市校長会 遠藤
エンドウ

　進
ススム

〃 富士宮公立園長会に所属する者 富士宮市公立保育園園長会 保
ホ

坂
サカ

　智
トモ

子
コ

〃 事業者団体に所属する者 富士宮商工会議所 鈴
スズ

木
キ

　清
キヨ

秀
ヒデ

〃 消費者団体に所属する者 富士宮市消費者連絡協議会 浜岡
ハマオカ

　節子
セツ  コ 

〃       〃 富士宮市消費者連絡協議会 森岡
モリオカ

　恵
エ

美
ミ

子
コ

オブサーバー 学校教育課の職員 学校教育課 米
ヨネ

津
ヅ

　英
ヒデ

郎
オ

〃 福祉総合相談課の職員 福祉総合相談課 松永
マツナガ

　江
エ

利
リ

〃 子ども未来課の職員 子ども未来課 朝
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日
ヒ

　徳
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弘
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〃 消費生活センターの職員 消費生活センター相談員 鈴
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木
キ

　祥
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江
エ

富士宮市消費者教育推進計画策定会議委員・オブザーバー名簿
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消費者基本法（昭和４３年法律第７８号）（抜粋） 

目次 

第１章 総則（第１条１第１０条の２） 

第２章 基本的施策（第１１条―第２３条） 

第３章 行政機関等（第２４条―第２６条） 

第４章 消費者政策会議等（第２７条―第２９条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等の格差にかんがみ、消費者の利益の擁

護及び増進に関し、消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念を定め、国、地方公共団体及び事業

者の責務等を明らかにするとともに、その施策の基本となる事項を定めることにより、消費者の利益の擁護及び増

進に関する総合的な施策の推進を図り、もつて国民の消費生活の安定及び向上を確保することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下「消費者政策」という。）の推進は、国民の消費生

活における基本的な需要が満たされ、その健全な生活環境が確保される中で、消費者の安全が確保され、商品及び

役務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保され、消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提供

され、消費者の意見が消費者政策に反映され、並びに消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されるこ

とが消費者の権利であることを尊重するとともに、消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に

行動することができるよう消費者の自立を支援することを基本として行われなければならない。 

２ 消費者の自立の支援に当たつては、消費者の安全の確保等に関して事業者による適正な事業活動の確保が図られ

るとともに、消費者の年齢その他の特性に配慮されなければならない。 

３ 消費者政策の推進は、高度情報通信社会の進展に的確に対応することに配慮して行われなければならない。 

４ 消費者政策の推進は、消費生活における国際化の進展にかんがみ、国際的な連携を確保しつつ行われなければな

らない。 

５ 消費者政策の推進は、環境の保全に配慮して行われなければならない。 

（国の責務） 

第３条 国は、経済社会の発展に即応して、前条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念にのつ

とり、消費者政策を推進する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第４条 地方公共団体は、第二条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念にのつとり、国の施策

に準じて施策を講ずるとともに、当該地域の社会的、経済的状況に応じた消費者政策を推進する責務を有する。 

（事業者の責務等） 

第５条 事業者は、第二条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念にかんがみ、その供給する商

品及び役務について、次に掲げる責務を有する。 

（１） 消費者の安全及び消費者との取引における公正を確保すること。 

（２） 消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 

（３） 消費者との取引に際して、消費者の知識、経験及び財産の状況等に配慮すること。 

（４） 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備等に努め、当該苦情を適切

 

に処理すること。 

（５） 国又は地方公共団体が実施する消費者政策に協力すること。 

２ 事業者は、その供給する商品及び役務に関し環境の保全に配慮するとともに、当該商品及び役務について品質等を向

上させ、その事業活動に関し自らが遵守すべき基準を作成すること等により消費者の信頼を確保するよう努めなければ

ならない。 

第６条から第８条まで 省略 

（消費者基本計画）

第９条 政府は、消費者政策の計画的な推進を図るため、消費者政策の推進に関する基本的な計画（以下「消費者基本計

画」という。）を定めなければならない。

２ 消費者基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

（１） 長期的に講ずべき消費者政策の大綱

（２） 前号に掲げるもののほか、消費者政策の計画的な推進を図るために必要な事項

３ 内閣総理大臣は、消費者基本計画の案につき閣議の決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があつたときは、遅滞なく、消費者基本計画を公表しなければならな

い。

５ 前二項の規定は、消費者基本計画の変更について準用する。

第 条から第 条の２まで 省略

第２章 基本的施策

第 条から第 条まで 省略

（啓発活動及び教育の推進）

第 条 国は、消費者の自立を支援するため、消費生活に関する知識の普及及び情報の提供等消費者に対する啓発活動

を推進するとともに、消費者が生涯にわたつて消費生活について学習する機会があまねく求められている状況にかんが

み、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて消費生活に関する教育を充実する等必要な施策を講ずるものと

する。

２ 地方公共団体は、前項の国の施策に準じて、当該地域の社会的、経済的状況に応じた施策を講ずるよう努めなければ

ならない。

第 条から第 条まで 省略

附則 省略
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に準じて施策を講ずるとともに、当該地域の社会的、経済的状況に応じた消費者政策を推進する責務を有する。 

（事業者の責務等） 

第５条 事業者は、第二条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念にかんがみ、その供給する商

品及び役務について、次に掲げる責務を有する。 

（１） 消費者の安全及び消費者との取引における公正を確保すること。 

（２） 消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 

（３） 消費者との取引に際して、消費者の知識、経験及び財産の状況等に配慮すること。 

（４） 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備等に努め、当該苦情を適切

 

に処理すること。 

（５） 国又は地方公共団体が実施する消費者政策に協力すること。 

２ 事業者は、その供給する商品及び役務に関し環境の保全に配慮するとともに、当該商品及び役務について品質等を向

上させ、その事業活動に関し自らが遵守すべき基準を作成すること等により消費者の信頼を確保するよう努めなければ

ならない。 

第６条から第８条まで 省略 

（消費者基本計画）

第９条 政府は、消費者政策の計画的な推進を図るため、消費者政策の推進に関する基本的な計画（以下「消費者基本計

画」という。）を定めなければならない。

２ 消費者基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

（１） 長期的に講ずべき消費者政策の大綱

（２） 前号に掲げるもののほか、消費者政策の計画的な推進を図るために必要な事項

３ 内閣総理大臣は、消費者基本計画の案につき閣議の決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があつたときは、遅滞なく、消費者基本計画を公表しなければならな

い。

５ 前二項の規定は、消費者基本計画の変更について準用する。

第 条から第 条の２まで 省略

第２章 基本的施策

第 条から第 条まで 省略

（啓発活動及び教育の推進）

第 条 国は、消費者の自立を支援するため、消費生活に関する知識の普及及び情報の提供等消費者に対する啓発活動

を推進するとともに、消費者が生涯にわたつて消費生活について学習する機会があまねく求められている状況にかんが

み、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて消費生活に関する教育を充実する等必要な施策を講ずるものと

する。

２ 地方公共団体は、前項の国の施策に準じて、当該地域の社会的、経済的状況に応じた施策を講ずるよう努めなければ

ならない。

第 条から第 条まで 省略

附則 省略
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消費者教育の推進に関する法律（平成２４年法律第６１号）（抜粋） 

目次 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 基本方針等（第９条・第１０条） 

第３章 基本的施策（第１１条―第１８条）

第４章 消費者教育推進会議等（第１９条・第２０条）

附則

第１章 総則

（目的) 

第１条 この法律は、消費者教育が、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差等に起因する消費者被

害を防止するとともに、消費者が、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができるようそ

の自立を支援する上で重要であることに鑑み、消費者教育の機会が提供されることが消費者の権利であることを踏まえ、

消費者教育に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、基本方針の策定そ

の他の消費者教育の推進に関し必要な事項を定めることにより、消費者教育を総合的かつ一体的に推進し、もって国民

の消費生活の安定及び向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育（消費者

が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深めるための教育を含む。）及びこ

れに準ずる啓発活動をいう。 

２ この法律において「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつ

つ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得

るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会をいう。 

（基本理念） 

第３条 消費者教育は、消費生活に関する知識を習得し、これを適切な行動に結び付けることができる実践的な能力が育

まれることを旨として行わなければならない。 

２ 消費者教育は、消費者が消費者市民社会を構成する一員として主体的に消費者市民社会の形成に参画し、その発展に

寄与することができるよう、その育成を積極的に支援することを旨として行われなければならない。 

３ 消費者教育は、幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系的に行われるとともに、年齢、障害の有無その他の消費

者の特性に配慮した適切な方法で行わなければならない。 

４ 消費者教育は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場の特性に応じた適切な方法により、かつ、それぞれの場に

おける消費者教育を推進する多様な主体の連携及び他の消費者政策（消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施

策をいう。第９条第２項第３号において同じ。）との有機的な連携を確保しつつ、効果的に行われなければならない。 

５ 消費者教育は、消費者の消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に

与える影響に関する情報その他の多角的な視点に立った情報を提供することを旨として行われなければならない。 

６ 消費者教育は、災害その他非常の事態においても消費者が合理的に行動することができるよう、非常の事態における

消費生活に関する知識と理解を深めることを旨として行わなければならない。 

７ 消費者教育に関する施策を講ずるに当たっては、環境教育、食育、国際理解教育その他の消費生活に関連する教育に

関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮がなされなければならない。 

（国の責務） 

 

 

第４条 国は、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができる自立した消費者の育成が極め

て重要であることに鑑み、前条の基本理念（以下この章において「基本理念」という。）にのっとり、消費者教育の推

進に関する総合的な施策策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、前項の施策が適切かつ効率的に策定され、及び実施されるよう、相互に又は関係

行政機関の長との間の緊密な連携協力を図りつつ、それぞれの所掌に係る消費者教育の推進に関する施策を推進しなけ

ればならない。 

（地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、消費生活センター（消費者安全法（平成２１年法律第５０号）第１０条

第３項に規定する消費生活センターをいう。第１３条第２項及び第２０条第１項において同じ。）、教育委員会その他の

関係機関相互間の緊密な連携の下に、消費者教育の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体

の区域の社会的、経済的状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（消費者団体の努力） 

第６条 消費者団体は、基本理念にのっとり、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めるとともに、学校、地域、

家庭、職域その他の様々な場において行われる消費者教育に協力するよう努めるものとする。 

（事業者及び事業者団体の努力） 

第７条 事業者及び事業者団体は、事業者が商品及び役務を供給する立場において消費者の消費生活に密接に関係してい

ることに鑑み、基本理念にのっとり、国及び地方公共団体が実施する消費者教育の推進に関する施策に協力するよう努

めるとともに、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めるものとする。 

第８条 省略 

第２章 基本方針等 

（基本方針） 

第９条 政府は、消費者教育の推進に関する基本的な方針（以下この章及び第４章において「基本方針」という。）を定

めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に揚げる事項を定めるものとする。 

（１） 消費者教育の推進の意義及び基本的な方向に関する事項 

（２） 消費者教育の推進の内容に関する事項 

（３） 関連する他の消費者政策との連携に関する基本的な事項 

（４） その他消費者教育の推進に関する重要事項 

３ 基本方針は、消費者基本法（昭和４３年法律第７８号）第９条第１項に規定する消費者基本計画との調和が保たれた

ものでなければならない。 

４ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

５ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議

するとともに、消費者教育推進会議及び消費者委員会の意見を聴くほか、消費者その他の関係者の意見を反映させるた

めに必要な措置を講じなければならない。 

６ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、第４項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しな

ければならない。 

７ 政府は、消費生活を取り巻く環境の変化を勘案し、並びに消費者教育の推進に関する施策の実施の状況についての調

査、分析及び評価を踏まえ、おおむね５年ごとに基本方針に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更する

ものとする。 
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消費者教育の推進に関する法律（平成２４年法律第６１号）（抜粋） 

目次 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 基本方針等（第９条・第１０条） 

第３章 基本的施策（第１１条―第１８条）

第４章 消費者教育推進会議等（第１９条・第２０条）

附則

第１章 総則

（目的) 

第１条 この法律は、消費者教育が、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差等に起因する消費者被

害を防止するとともに、消費者が、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができるようそ

の自立を支援する上で重要であることに鑑み、消費者教育の機会が提供されることが消費者の権利であることを踏まえ、

消費者教育に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、基本方針の策定そ

の他の消費者教育の推進に関し必要な事項を定めることにより、消費者教育を総合的かつ一体的に推進し、もって国民

の消費生活の安定及び向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育（消費者

が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深めるための教育を含む。）及びこ

れに準ずる啓発活動をいう。 

２ この法律において「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつ

つ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得

るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会をいう。 

（基本理念） 

第３条 消費者教育は、消費生活に関する知識を習得し、これを適切な行動に結び付けることができる実践的な能力が育

まれることを旨として行わなければならない。 

２ 消費者教育は、消費者が消費者市民社会を構成する一員として主体的に消費者市民社会の形成に参画し、その発展に

寄与することができるよう、その育成を積極的に支援することを旨として行われなければならない。 

３ 消費者教育は、幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系的に行われるとともに、年齢、障害の有無その他の消費

者の特性に配慮した適切な方法で行わなければならない。 

４ 消費者教育は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場の特性に応じた適切な方法により、かつ、それぞれの場に

おける消費者教育を推進する多様な主体の連携及び他の消費者政策（消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施

策をいう。第９条第２項第３号において同じ。）との有機的な連携を確保しつつ、効果的に行われなければならない。 

５ 消費者教育は、消費者の消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に

与える影響に関する情報その他の多角的な視点に立った情報を提供することを旨として行われなければならない。 

６ 消費者教育は、災害その他非常の事態においても消費者が合理的に行動することができるよう、非常の事態における

消費生活に関する知識と理解を深めることを旨として行わなければならない。 

７ 消費者教育に関する施策を講ずるに当たっては、環境教育、食育、国際理解教育その他の消費生活に関連する教育に

関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮がなされなければならない。 

（国の責務） 

 

 

第４条 国は、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができる自立した消費者の育成が極め

て重要であることに鑑み、前条の基本理念（以下この章において「基本理念」という。）にのっとり、消費者教育の推

進に関する総合的な施策策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、前項の施策が適切かつ効率的に策定され、及び実施されるよう、相互に又は関係

行政機関の長との間の緊密な連携協力を図りつつ、それぞれの所掌に係る消費者教育の推進に関する施策を推進しなけ

ればならない。 

（地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、消費生活センター（消費者安全法（平成２１年法律第５０号）第１０条

第３項に規定する消費生活センターをいう。第１３条第２項及び第２０条第１項において同じ。）、教育委員会その他の

関係機関相互間の緊密な連携の下に、消費者教育の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体

の区域の社会的、経済的状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（消費者団体の努力） 

第６条 消費者団体は、基本理念にのっとり、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めるとともに、学校、地域、

家庭、職域その他の様々な場において行われる消費者教育に協力するよう努めるものとする。 

（事業者及び事業者団体の努力） 

第７条 事業者及び事業者団体は、事業者が商品及び役務を供給する立場において消費者の消費生活に密接に関係してい

ることに鑑み、基本理念にのっとり、国及び地方公共団体が実施する消費者教育の推進に関する施策に協力するよう努

めるとともに、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めるものとする。 

第８条 省略 

第２章 基本方針等 

（基本方針） 

第９条 政府は、消費者教育の推進に関する基本的な方針（以下この章及び第４章において「基本方針」という。）を定

めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に揚げる事項を定めるものとする。 

（１） 消費者教育の推進の意義及び基本的な方向に関する事項 

（２） 消費者教育の推進の内容に関する事項 

（３） 関連する他の消費者政策との連携に関する基本的な事項 

（４） その他消費者教育の推進に関する重要事項 

３ 基本方針は、消費者基本法（昭和４３年法律第７８号）第９条第１項に規定する消費者基本計画との調和が保たれた

ものでなければならない。 

４ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

５ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議

するとともに、消費者教育推進会議及び消費者委員会の意見を聴くほか、消費者その他の関係者の意見を反映させるた

めに必要な措置を講じなければならない。 

６ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、第４項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しな

ければならない。 

７ 政府は、消費生活を取り巻く環境の変化を勘案し、並びに消費者教育の推進に関する施策の実施の状況についての調

査、分析及び評価を踏まえ、おおむね５年ごとに基本方針に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更する

ものとする。 
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８ 第４項から第６項までの規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県消費者教育推進計画等） 

第 条 都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の区域における消費者教育の推進に関する施策についての計画

（以下この条及び第２０条第２項第２号において「都道府県消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県消費者教育推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県消費者教育推進

計画）を踏まえ、その市町村の区域における消費者教育の推進に関する施策についての計画（以下この条及び第２０条

第２項第２号において「市町村消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

３ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めようとするときは、あら

かじめ、その都道府県又は市町村の区域の消費者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。その場合において、第２０条第１項の規定により消費者教育推進地域協議会を組織している都道府県

及び市町村にあっては、当該消費者教育推進地域協議会の意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めたときは、遅滞なく、こ

れを公表するよう努めるものとする。 

５ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めた場合は、その都道府県

又は市町村の区域における消費者教育の推進に関する施策の実施の状況についての調査、分析及び評価を行うよう努め

るとともに、必要があると認めるときは、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を変更するもの

とする。 

６ 第３項及び第４項の規定は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画の変更について準用する。 

第３章 基本的施策 

（学校における消費者教育の推進） 

第 条 国及び地方公共団体は、幼児、児童及び生徒の発達段階に応じて、学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に規定する学校をいい、大学及び高等専門学校を除く。第３項において同じ。）の授業その他の教育活動に

おいて適切かつ体系的な消費者教育を確保するため、必要な施策を推進しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、教育職員に対する消費者教育に関する研修を充実するため、教育職員の職務の内容及び経験

に応じ、必要な措置を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、学校において実践的な消費者教育が行われるよう、その内外を問わず、消費者教育に関する

知識、経験等を有する人材の活用を推進するものとする。 

（大学等における消費者教育の推進） 

第 条 国及び地方公共団体は、大学等（学校教育法第１条に規定する大学及び高等専門学校並びに専修学校、各種学

校その他の同条に規定する学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行うものをいう。以下この条及び第１６条第

２項において同じ。）において消費者教育が適切に行われるようにするため、大学等に対し、学生等の消費生活におけ

る被害を防止するための啓発その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等が行う前項の取組を促進するため、関係団体の協力を得つつ、学生等に対する援助に

関する業務に従事する教職員に対し、研修の機会の確保、情報の提供その他の必要な措置を講じなければならない。 

（地方における消費者教育の推進） 

第 条 国、地方公共団体及び独立行政法人国民生活センター(以下この章において「国民生活センター」という。)は、

地域において高齢者、障害者等に対する消費者教育が適切に行われるようにするため、民生委員法（昭和２３年法律第

１９８号）に定める民生委員、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に定める社会福祉主事、介護福祉士その他の高

 

 

齢者、障害者等が地域において日常生活を営むために必要な支援を行う者に対し、研修の実施、情報の提供その他の必

要な措置を講じなければならない。 

２ 国、地方公共団体及び国民生活センターは、公民館その他の社会教育施設等において消費生活センター等の収集した

情報の活用による実例を通じた消費者教育が行われるよう、必要な措置を講じなければならない。 

（事業者及び事業者団体による消費者教育の支援） 

第 条 事業者及び事業者団体は、消費者団体その他の関係団体との情報の交換その他の連携を通じ、消費者の消費生

活に関する知識の向上が図られるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、消費者からの問合せ、相談等を通じて得た消費者に有用な消費生活に関する知識を広く提供するよう努め

るものとする。 

３ 事業者は、その従業者に対し、研修を実施し、又は事業者団体等が行う講習会を受講させること等を通じ、消費生活

に関する知識及び理解を深めるよう努めるものとする。 

４ 事業者団体は、消費者団体その他の民間の団体が行う消費者教育の推進のための活動に対し、資金の提供その他の援

助に努めるものとする。 

（教材の充実等） 

第 条 国及び地方公共団体は、消費者教育に使用される教材の充実を図るとともに、学校、地域、家庭、職域その他

の様々な場において当該教材が有効に活用させるよう、消費者教育に関連する実務経験を有する者等の意見を反映した

教材の開発及びその効果的な提供に努めなければならない。 

（人材の育成等） 

第 条 国、地方公共団体及び国民生活センターは、消費者安全法第１１条に規定する相談員その他の消費者の利益の

擁護又は増進を図るための活動を行う者に対し、消費者教育に関する専門的知識を修得するための研修の実施その他そ

の資質の向上のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等、研究機関、消費者団体その他の関係機関及び関係団体に対し、消費者教育を担う人

材の育成及び資質の向上のための講座の開設その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

第 条から第 条まで 省略 

 第４章 消費者教育推進会議等 

（消費者教育推進地域協議会） 

第 条 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育を推進するため、消費者、消費者

団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活センターその他の当該都道府県又は市町村の関係機関等をもって構成

する消費者教育推進地域協議会を組織するよう努めなければならない。 

２ 消費者教育推進地域協議会は、次に揚げる事務を行うものとする。 

（１） 当該都道府県又は市町村の区域における消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して消費者教育推

進地域協議会の構成員相互の情報の交換及び調整を行うこと。 

（２） 都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を作成し、又は変更しよう

とする場合においては、当該都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画の作成又は変更に関し

て意見を述べること。 

３ 前２項に定めるもののほか、消費者教育推進地域協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、消費者教育推進地域協

議会が定める。 

附則 省略 
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８ 第４項から第６項までの規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県消費者教育推進計画等） 

第 条 都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の区域における消費者教育の推進に関する施策についての計画

（以下この条及び第２０条第２項第２号において「都道府県消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県消費者教育推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県消費者教育推進

計画）を踏まえ、その市町村の区域における消費者教育の推進に関する施策についての計画（以下この条及び第２０条

第２項第２号において「市町村消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

３ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めようとするときは、あら

かじめ、その都道府県又は市町村の区域の消費者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。その場合において、第２０条第１項の規定により消費者教育推進地域協議会を組織している都道府県

及び市町村にあっては、当該消費者教育推進地域協議会の意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めたときは、遅滞なく、こ

れを公表するよう努めるものとする。 

５ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めた場合は、その都道府県

又は市町村の区域における消費者教育の推進に関する施策の実施の状況についての調査、分析及び評価を行うよう努め

るとともに、必要があると認めるときは、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を変更するもの

とする。 

６ 第３項及び第４項の規定は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画の変更について準用する。 

第３章 基本的施策 

（学校における消費者教育の推進） 

第 条 国及び地方公共団体は、幼児、児童及び生徒の発達段階に応じて、学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に規定する学校をいい、大学及び高等専門学校を除く。第３項において同じ。）の授業その他の教育活動に

おいて適切かつ体系的な消費者教育を確保するため、必要な施策を推進しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、教育職員に対する消費者教育に関する研修を充実するため、教育職員の職務の内容及び経験

に応じ、必要な措置を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、学校において実践的な消費者教育が行われるよう、その内外を問わず、消費者教育に関する

知識、経験等を有する人材の活用を推進するものとする。 

（大学等における消費者教育の推進） 

第 条 国及び地方公共団体は、大学等（学校教育法第１条に規定する大学及び高等専門学校並びに専修学校、各種学

校その他の同条に規定する学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行うものをいう。以下この条及び第１６条第

２項において同じ。）において消費者教育が適切に行われるようにするため、大学等に対し、学生等の消費生活におけ

る被害を防止するための啓発その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等が行う前項の取組を促進するため、関係団体の協力を得つつ、学生等に対する援助に

関する業務に従事する教職員に対し、研修の機会の確保、情報の提供その他の必要な措置を講じなければならない。 

（地方における消費者教育の推進） 

第 条 国、地方公共団体及び独立行政法人国民生活センター(以下この章において「国民生活センター」という。)は、

地域において高齢者、障害者等に対する消費者教育が適切に行われるようにするため、民生委員法（昭和２３年法律第

１９８号）に定める民生委員、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に定める社会福祉主事、介護福祉士その他の高

 

 

齢者、障害者等が地域において日常生活を営むために必要な支援を行う者に対し、研修の実施、情報の提供その他の必

要な措置を講じなければならない。 

２ 国、地方公共団体及び国民生活センターは、公民館その他の社会教育施設等において消費生活センター等の収集した

情報の活用による実例を通じた消費者教育が行われるよう、必要な措置を講じなければならない。 

（事業者及び事業者団体による消費者教育の支援） 

第 条 事業者及び事業者団体は、消費者団体その他の関係団体との情報の交換その他の連携を通じ、消費者の消費生

活に関する知識の向上が図られるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、消費者からの問合せ、相談等を通じて得た消費者に有用な消費生活に関する知識を広く提供するよう努め

るものとする。 

３ 事業者は、その従業者に対し、研修を実施し、又は事業者団体等が行う講習会を受講させること等を通じ、消費生活

に関する知識及び理解を深めるよう努めるものとする。 

４ 事業者団体は、消費者団体その他の民間の団体が行う消費者教育の推進のための活動に対し、資金の提供その他の援

助に努めるものとする。 

（教材の充実等） 

第 条 国及び地方公共団体は、消費者教育に使用される教材の充実を図るとともに、学校、地域、家庭、職域その他

の様々な場において当該教材が有効に活用させるよう、消費者教育に関連する実務経験を有する者等の意見を反映した

教材の開発及びその効果的な提供に努めなければならない。 

（人材の育成等） 

第 条 国、地方公共団体及び国民生活センターは、消費者安全法第１１条に規定する相談員その他の消費者の利益の

擁護又は増進を図るための活動を行う者に対し、消費者教育に関する専門的知識を修得するための研修の実施その他そ

の資質の向上のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等、研究機関、消費者団体その他の関係機関及び関係団体に対し、消費者教育を担う人

材の育成及び資質の向上のための講座の開設その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

第 条から第 条まで 省略 

 第４章 消費者教育推進会議等 

（消費者教育推進地域協議会） 

第 条 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育を推進するため、消費者、消費者

団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活センターその他の当該都道府県又は市町村の関係機関等をもって構成

する消費者教育推進地域協議会を組織するよう努めなければならない。 

２ 消費者教育推進地域協議会は、次に揚げる事務を行うものとする。 

（１） 当該都道府県又は市町村の区域における消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して消費者教育推

進地域協議会の構成員相互の情報の交換及び調整を行うこと。 

（２） 都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を作成し、又は変更しよう

とする場合においては、当該都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画の作成又は変更に関し

て意見を述べること。 

３ 前２項に定めるもののほか、消費者教育推進地域協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、消費者教育推進地域協

議会が定める。 

附則 省略 
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